
AIが雇用・社会に与える影響
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AIが世界を変える

• AIは生活様式、働き方、さらには経済社会の全体像を大きく変える

• AIは汎用技術・インフラ。電気・ネットの例

• AIが経済・社会に与える影響が議論されている

• G7専門家パネルレポート

• 生成AIの何がすごいのか？

• 驚くべき普及のスピード

• 知的領域に足を踏み入れてきた
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「人工知能と経済・金融政策立案
に関するハイレベル専門家パネ
ル報告書」の表紙。G7各国の研
究者・実務家の議論をまとめた。



驚くべきAI普及のスピード
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技術の発明年と技術需要までの時間 コンピューター・インターネット・AIの普及の歩み



「機械に仕事を奪われる」：不安の歴史
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経済理論・実証研究は何を語る？
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• 過去の技術革新が失業を長期的に増加させたというエビデンスは乏しい



ホワイトカラーを直撃するAIの波（IMFの研究）
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AIは仕事を奪うだけではない

• 新しい仕事の創出
– 技術革新は仕事を奪うだけはなく、常に新しい職種を生み出してきた

• 米国：2018年時点の就業者の約6割が1940年には存在しなかった職種に従事

（Autor et al, 2024）

7



注目されるタスクベースアプローチ

• MITアセモグル教授らの研究

• 仕事は、複数の「作業（タスク）」の組み合わせ

• 自動化の定義：人間タスクを機械が代替できる範囲が拡大すること
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AIは経済を豊かにするのか？
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• 鍵はAIによりイノベーション・アイデアの創出が可能かどうか



現場で何が起きているのか？

• AIを使った個別タスクでは20～50％程度の時間短縮が報告されている

• ソフトウェア開発の例(Cui et al., 2026. Management Science)：

– AIを使えるグループは週当たりのタスク完了数が26％増加

– 特に顕著だったのが、勤続年数が短く、職位が低い若手の開発者

• コールセンターの例(Brynjolfsson et al., 2025. QJE)：

– AIを使用したオペレーターの対応件数が15％増

– 効果が大きかったのは経験の浅い・低スキル層

– ストレス軽減、やりがい・働きやすさの改善も報告
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AIが労働市場に与える影響。一部の職種、労働者に初期兆候？

• アメリカ最大級の給与処理ソフト提供会社ADPのデータを使用AIの
不確実性

– 25年9月までの月次・個人単位の給与記録

– 職業別のAI露出度指標と結びつけ

• 全体の雇用は堅調だが、若者の雇用の成長率は2022年以降停滞

• AIにさらされやすい職業（ソフトウェア開発・カスタマーサービス
担当者）では22〜25歳の若手雇用、早期キャリア労働者が減少

• 同じ職種でも経験年数の長い労働者、介護補助者のようにAIに晒さ
れていない労働者については、雇用は安定もしくは増加

• AI利用の全てが雇用減少と結びついてはいない。補完的か自動化
か？

• 労働市場の調整は賃金よりも雇用に強く表れている
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業務プロセスの見直しが必要

• MITのメルト・デミレル助教授らによるフィールド実験

• 10万人超のGitHub開発者データとAIツール利用データを用いた研究

• AIはコードを書くスピードを劇的に向上させるが、「リリース」や「利
用」ではその効果は大きく減衰する

– コード変更行数：+741％、実際のリリース数：+20％

– ボトルネックは、レビュー、統合、品質管理、リリース、ユーザー獲得といった人間
側の工程

• 生産工程のどこまで詰まりを解消できるか
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シナリオプランニング：AIの進歩には不確実性が伴う
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ノスタルジックジョブ

• 技術的に可能でも、あえて人間にやってほしい仕事がある

• 社会設計の問題
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長寿化

• 女の子の二人に1人、男の子の4人に1人
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長寿化によりライフコースは大きく変化

• 長寿化社会では働く期間が長くなる

– 経済・社会の構造変化に対応できる必要

– 健康な高齢化が進んでいる（マイナス20歳、IMF2025WEO）

16

3ステージの人生

仕事のステージが長くなると
より多くの変化に直面



影響を左右する「労働市場の流動性」
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• 「移れる社会」かどうかが鍵

– 仕事が消えても、すぐ別の仕事へ移れれば失業は長引きにくい

• AIの雇用効果は「条件付き」（Kudoh and Miyamoto, 2025)

– 結果を左右するものに、労働市場の流動性

• 日本の課題：低い流動性

– 国際的にみて労働移動が少なく、影響が長期化しやすい

– 労働力フロー分析：就業（E）、失業（U）、非労働力（N）

– 雇用状態を毎月変える人の割合：米国6.5％、日本3.4％



労働移動円滑化は適材適所とスムーズな労働再分配（新陳代謝）の実現に資する

労働市場が流動的な経済では生産性・賃金が上昇

イタリア

日本

フランス

ベルギー

ドイツ

オーストリア

オランダ

フィンラ

ンド

ノルウェー

スウェー

デン

英国

デンマーク
米国

40

50

60

70

80

90

2 4 6 8 10 12 14

時
間
当
た
り
生
産
性
（
米
ド
ル
）

勤続年数

労働市場の流動性が低い（勤続年数が長い）と生産性も低い

日本

アメリカ
イギリス

ドイツ
フランス

イタリア

オランダ

ベルギー

デンマーク

スウェー

デン

フィンラ

ンド

ノルウェー

スペイン

韓国

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 2 4 6 8 10 12 14

賃
金
成
長
率
（
％
）

勤続年数

勤続年数（労働市場の硬直性）と賃金成長率の関係

(出所) 工藤・宮本（2025, フィナンシャルレビュー）

労働市場が流動的
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柔軟な労働市場が求められている

• 適材適所を意識した人材マネジメント、人的投資戦略が重要
– AI時代には仕事全体の再設計が必要。AIをイノベーティブな形で使うためには、これまで

の雇用システムを変える必要がある。

• AI前提の仕事の再設計、業務の線引き、主導体制

• 労働内容と質を公正に評価、労働成果に応じた賃金体系の設定

• 個人を軸としたスキルアップ

• 雇用を支える諸制度は互いに補完性をもつ
– 一部の改変では機能せず、システム全体の転換が不可欠
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6
AI時代の人材・組織開発に関するワークショップ
（主催：財務省 財務総合政策研究所）

AIの発展は、日本社会における働き方・人材育成・組織開発をどのように変えるのでしょうか。
著名なゲストスピーカーによる講演と参加者の皆様との対話を通じて、
AI時代の霞が関、財務省、行政官の役割と在り方を考える場を提供します。

Core Members

座長：

宮本 弘曉 氏

(一橋大学経済研究所 教授）

ファシリテーター：

田中 泉 氏

(キャスター／

株式会社IZMiN 代表取締役）

開催概要
形式：ハイブリッド（原則として財務総研会議室209・Teams)
実施回数：全9回 ※詳細は次ページ以降を参照
お問い合わせ：財務省 財務総合政策研究所 総務研究部 片野・宇津野・別所・村上

（直通 03-3581-5902／内線 2250）
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6
各回のスケジュール

✓ 第1回：令和8年10月29日（木）9:30～11:00

講演：宮本 弘曉 氏（一橋大学経済研究所 教授）

＜ゲスト＞松尾 豊 氏（東京大学大学院工学系研究科 教授）

✓ 第2回：令和8年12月前半で調整中

講演：＜ゲスト＞草鹿 泰士 氏（マーサージャパン株式会社 代表取締役社長）

＜ゲスト＞白井 正人 氏（マーサージャパン株式会社 取締役）

✓ 第3回：令和8年12月15日（火）13:00～15:00

講演：＜ゲスト＞曽我 謙悟 氏（京都大学大学院公共政策連携研究部 教授）

✓ 第4回：令和9年1月19日（火）13:00～15:00

講演：＜ゲスト＞笹川 友里 氏（元TBSアナウンサー／NewMe株式会社 代表取締役CCO）

＜ゲスト＞篠原 さくら 氏（NewMe株式会社 代表取締役CEO）

✓ 第5回：令和9年1月27日（水）13:00～15:00

講演：＜ゲスト＞安斎 勇樹 氏（株式会社MIMIGURI 代表取締役Co-CEO）

✓ 第6回：令和9年2月9日（火）15:00～17:00

講演：＜ゲスト＞熊谷 正寿 氏（GMOインターネットグループ株式会社 代表取締役会長兼社長）

2月以降順次: 民間企業・官公庁等の人事担当者を交えた職員参加型議論を予定



著著のご紹介
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付録：「AIと経済・金融政策立案に関するハイレベル専門家パネル報告書」

• AIの不確実性
– 「わかってから動く」では遅い

• AIが経済全体に与える影響

• 金融の安定性
– 「説明可能なAI」の必要性

• 公的機関におけるAI活用

• AI開発がもたらす環境負荷
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付録：日本ではどうなのか？「職業別自動化リスク指標」
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